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平成 18 年 12 月期の業績予想について 

 

本資料は平成 18 年 8 月 31 日に公表した内容と同様のものであります。 

 

 

 平成 18 年 12 月期（平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 12 月 31 日）の業績予想について、下記の

とおりお知らせいたします 

 

記 
 

【 単体 】 （単位：百万円、%） 

平成 18 年 12 月期 

（予想） 

平成 18 年 6月中間期 

（実績） 

平成 17 年 12 月期

（実績） 

決算期 

項目 

 構成比 前期比  構成比 前期比  構成比

売 上 高 9,563 100.0 116.0 4,589 100.0 134.1 8,244 100.0

経 常 利 益 683 7.1 208.2 189 4.1 - 328 4.0

当 期 （ 中 間 ） 純 利 益 410 4.3 189.8 112 2.5 - 216 2.6

1 株当たり当期（中間）純利益 3,740.19 円    1,109.28 円 2,157.19 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 500 円 ―円 500 円 
 

（注）１．当社は連結対象子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

２．平成 17 年 12 月期及び平成 18 年 6 月中間期の１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数

により算出しており、平成 18 年 12 月期（予想）の１株当たり当期純利益は、公募予定株数(5,000

株)を含めた予定期末発行済株式数 109,620 株により算出しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご注意： この文章は当社の平成 18 年 12 月期の業績見通しに関して一般に公表するための記者発表文で

あり、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 
投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書（並びに訂正事

項分）をご覧いただいたうえで、投資家ご自身の判断で行うようにお願い致します。 



ご注意： この文章は当社の平成 18 年 12 月期の業績見通しに関して一般に公表するための記者発表文で

あり、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 
投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書（並びに訂正事

項分）をご覧いただいたうえで、投資家ご自身の判断で行うようにお願い致します。 

[平成 18 年 12 月期の業績予想の前提条件] 
  

（ａ）売上高 

 

（イメージ情報ソリューション事業） 

国内企業の設備投資の順調な回復を背景に、当社のイメージ情報ソリューションのプロジェクト

も増加の傾向がはっきりと見られるようになっています。特に、金融機関の設備投資の回復傾向が

顕著となっており、銀行、クレジット・カード会社、生命保険会社、などへの売上の増加を見込ん

でおります。また、昨年度に受注し、新規に開始されました受託事業の売上につきましても、今年

度の売上高の増加に寄与するものと見込んでおります。 

 

（メンテナンスその他事業） 

メンテナンスその他の売上高につきましては、昨年度のイメージ情報ソリューション事業の新規

プロジェクト案件が伸び悩んだことなどを背景に、ほぼ前年度並みの売上高を見込んでおります。 
 

 
（ｂ）売上原価 

国内で製造する高速スキャナの生産増加に伴い、原価の改善を達成しつつあります。また、売上

高の全般的な増加は、固定費の負担を下げることにより、原価率の改善に結びつくものと予想され

ます。一方で、昨年度後半に開始された新規受託案件の初期コストが嵩む状況は今年度上期も継続

しており、受託ビジネスの原価の状況には将来にむけて改善の余地を残しています。 

 

（ｃ）売上総利益 

上記のような売上原価の状況を背景に、全般的には、前年度と比較し、売上高の増加率をやや上

回る形で、売上総利益の増加を予想しています。 

 

（ｄ）販売費及び一般管理費 

イメージ情報処理に関するビジネス環境が好転するなか、営業部門の人員増加やプロモーション

に関する費用の増加を計画していますが、販売費及び一般管理費については、MBOの際に発生した

営業権（のれん）償却300百万円∗1及び長期前払費用の償却390百万円 など固定費的な費用が多く、

売上高の好調な増加が見込まれることから、対売上高比率は前年度に比較して改善するものと見込

んでおります。 

∗2

 

（ｅ）経常利益 

売上高について前年度比で 16％の増加を計画する一方、販売費及び一般管理費の増加を抑える

ことから、経常利益は顕著な増加を予想しております。 

 

この結果、売上高は 9,563 百万円、経常利益は 683 百万円、当期純利益は 410 百万円となる見込で

あります。 

 

以 上 

                                                  
∗1 総額 1,500 百万円の 5年償却、平成 14 年 12 月期より償却開始 
∗2  ノウハウに関して 1,400 百万円の 5年償却、最優遇価格購入権に関して 1,100 百万円の 10 年償却、いずれも平成

14 年 11 月より償却開始 

 

 

 

 

 


